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< 視察を通しての考察 ･参考となった事例 ･感想等 >

【地方議会改革のこれから】
(中邨 章:日本自治創造学会会長･明治大学名誉教授)
議会人のこれから シナリオ1 ミ縛h戚琺笈覇売て餐観涎魂

‘3なぃ‘(ぉ金がなぃ･人材がなぃ･時間がなぃ)と立法しなぃ議会の 薹鱸圓纖
可能性では5点挙げてぃました。

剣 . ■ 酬
襲鱗榊鬮圓

□法令遵守と公平性ではトップ
ぎ総@緘賤蝉醸

- ′出 戸を‐貝任に課題 鯛聟講
口行財政の監視機能強化

uず廣久義貝会の常設

立法機能の維持 -シナリオ2 関心を呼ぶ議会への道
後方支援の強化と専門職化では6点挙げていました。 1 陳情者青願からの脱却

口議会事務局人事 2.住民投票とパブリックコメントの常設化

口議会付属シンクタンク 3.議会審議の工夫(議題配布)

口議会人の族議員化(専門家) 4 住民向けの条例策定(身近で関心がある条例等)

口議会広報の充実(様々な手段を用いて実施すること) 例)公共の場における化粧禁止･携帯電話の使用規定

口定数の削減 5.報酬制度の多様化

口3000 人/35000 人の力

これからの議員像

1.国･首長に立ち向かう議員 2 .
‘L o o k A round‘(外部志向の強い議員) 3 1C Tを駆使できろ篩昌 (必ず中傷等書き込

まれる可能性や海外からも'情報が入ってくる可能性もありますがうまく利用できるよう【こしたい) 4 .勉強する議員、族を目

指す議員であること 5 ,昔をふり返らない議員

中邨先生の講演でしたが非常に分かりやすい講演でした。
【政権交代と自治の行方】
(神野直彦:東京大学名誉教授)
はじめに~ 地域の再生を実現するために~
.｢軸 !毒のことはJ巴光つ件屋が決める｣とい“-“" 白治の考え方に育ったまちづくり十伴 [ ム如かミ、この国の星謎れ形づくっ

ている。
= ･瓢ゞ 言生りることは、日本の再生には海ならない話蜥僞閃

躰ナ キロ･こ ) 地力滞日バ政の什組みが不可欠。

.地方希ン地方文国税により~地方自治体ハミ 生活の女仝 ･安心のための島怨み~
“口々活性化へチャレンジする“しで~地

域は元気になる。
.地方税法については、平成 24 年 10 月 22日の意見で示したとおり。

第一 今後目指すべき地方財政の方向
･地域経済の活性化なくして日本経済の再生は見込みがたく、地域の元気を創造し、地域からの経済成長に向けた取組みを

促す必要。国は、地方自治体が主体的に判断し、創意工夫を発揮できるようにすべき。
･社会保障の現物サービスの多くは地方自治体を通じて提供され、国の制度と地方単独事業の2つのセーフティネットが組み



合わせることによって、社会保障制度全体が充実強化。住民生活の安心の確保のため、地方自治体が地域の実情に応じた

現物サービスを提供できるよう、税収が安定的な地方税制度の構築、一般財源総額の確保と、国による義務付け枠付け

の見直しが必要。
･東日本大震災の復旧･復興ニーズは多様かつ膨大であり、地方自治体が的確に対応できるよう、財源を確保すべき。復興

交付金による柔軟な対応や、震災復興特別交付税の継続が必要。東日本大震災の教訓を踏まえた対応として、大規模災

害に備えるための事前防災･減災対策の強化、更新期を迎える公共施設への対処、災害対策法制について使い勝手のよ

い制度への見直しが必要。
･地域経済の成長などの当面の政策課題について、地方自治体が、地域の実情に応じ、自らの責任で自ら決定することが必

要。このため、地方分権改革を推進することが必要。

できるようにする必要。

る国の関与は、届出制度の運用状況等を踏まえつつ、必要な見直しを進めるべき。

担金が増加する結果、国が地方に対する関与を強めることとなってはならない。国庫補助負担金に係る地方自治体の超過

負担は、すみやかに完全解消すべき。
･地方財政が厳しい中、歳出面、歳入面での努力により財源不足額を縮小すべき。各地方自治体は、財政情報の提供等を

通じて住民への説明責任を果たす必要。財務情報は、財政運営への活用も図るべき。
･地方公営企業等の抜本的改革の期限は平成 2 5 年度であるが、各企業は、抜本的改革後も経営のあり方について不断の

見直しが必要、新地方公営企業会計基準の活用により、資産管理のあり方等を含む経営戦略を持つ必要。
第二 平成 25 年度の地方財政への対応
･経済対策にあたっては、地方の負担に留意が必要。｢地域の元気臨時交付金(地域経済活性化･雇用創出臨時交付金)｣

は、地方の負担に配慮した措置として評価。平成 25年度は、地方交付税等の一般財源総額について、平成 24年度の水準

を実質的に下回らないよう確保する必要。交付税法定率の引上げ、国税5税の法定率分の交付税特会への直接繰入れが

必要。

た、給与水準の見直しが、単に国の歳出を抑制するために行われ、地方一般財源が削減されることば適切ではない。
･東日本大震災の復旧･復興事業の地方負担分については、震災復興特別交付税により、被災自治体の財源を確実に確保

すべき。

の軽減を図る必要。
･新地方公営企業会計基準の円滑な導入に向けた支援を行うべき。第三セクター等改革推進債の期限が平成 25 年度であ

り、抜本的改革を先送りすることなく、期限内に実施するべき。
おわりに ~ 未完の改革の実現に向けて~
･平成5年6月、衆参両院で｢地方分権の推進に関する決議｣が全会一致で決議された。今年は、決議が行われて 2 0 年の節

目o

･地方分権改革を｢未完の改革｣に終わらせないよう、改革の歩みを止めてはならない。国 地方双方がその意義を再認識

し、国民の共感の下で、最大限の努力を行うことを期待。
神野先生は、青木先生の資料もうまく使い非常に分かりやすく教えていただきました。例えば3月定例会の条例改定であり

ました、公営住宅の入居基準や道路の構造に関する基準等地方独自のポイントを教えていただきました。
神野先生は、世界の地方自治を決定づけたヨー□ツパ地方自治憲章(s 606 ,27 採択)を重要視していましたので資料として

記載します。
(前文)- 抜粋 -

｢真の権限をもった地方自治体の存在が、効果的で市民に身近な行政を供給することを確信して、多様なヨーロッパ諸国にお

ける地方自治の擁護と強化が、民主主義と分権の原理に基づくヨーロッパの建設に対する重要な貢献であることを意識し

て、これには、民主的に構成された意思決定機関をもち、権限、権限行使の方法と手段、およびその実現に要する財源に関

して広範な自立性を持つ地方自治体の存在が必要であることを強調して下記のとおり合意した。｣

その他条文-抜粋一

｢第4条(地方自治の範囲)｣

1 地方自治体の基本的な権限と責務は、憲法又はこれに準ずるような基本法において規定されなければならない。ただし、



法律に違反しない眼引こおいて、地方自治体に対し、特定の事項に係る規定を設ける権限及び責務を与えることを妨げるこ
とではない。

2 ,地方自治体は、法律の範囲内において、自己の権能に属さないとされた事項及び他の地方自治体の権能とされた事項以

外の事項については、その処理に関し、完全な裁量権を有するものとする。
3 .公的部門が担うべき責務は、原則として、最も市民に身近な公共団体が優先的にこれを執行するものとする。国など他の

公共団体にその責務を委ねる場合は、当該責務の範囲及び性質並びに効率性及び経済上の必要性を勘案したうえで、こ

れを行わなければならない。
4 地方自治体に与える権限は、原則として完全かつ排他的なものでなければならない。この権限は法律による場合を除き、
中央政府又は他の地方政府によって侵され、又は制限されてはならない。
5 , 6 略

｢第9条(地方自治体の財源)｣

1.地方自治体は、国家の経済政策の範囲内において、かつ自らその権限の範囲内において、自由に使用することのできる適

切かつ固有の財源を付与されなければならない。
2 .地方自治体の財源は、憲法および法律によって付与された責務に相応するものでなければならない。
3 地方自治体の財源の少なくとも一部は、法律の範囲内において、当該地方自治体が自らその水準を決定することができる

地方税及び料金から構成されるものとする。
4 .地方自治体に付与される財源の構造は~その責務の遂行に相応して伸張していくことができるよう、十分に多様でかつ弾

力的なものでなければならない。
5 .財政力の弱い地方自治体を保護するため、財政収入及び財政需要の不均衡による影響を是正することを目的とした財政

調整制度又はこれに準ずる仕組みを設けるものとする。ただし、これは、地方自治体が自己の権限の範囲において行使す

る自主性を損なうようなものであってはならない。
6 .地方自治体は、財源の地方自治体への再配分に当たっては、その再配分の手法につき、適切な方法によりその意見を申

し出る機会を与えられなければならない。
7 .地方白;合体に対する補助金又は交付金比、可能ずト限り~特定目的を眼中±れないものでなけれ!ず方ふない。補助金刃 fナ交

･ト｣ま“ ^ -" -▲、鰍角自治体がそU者に許の範囲内r‐点i.･て燕事=]“…
‘“= 捺さ籠伎ずZ草本的自由を奪うようなも“'であって

はならない。

8 .投資的経費の財源を借入金によって賄うため、地方自治体は、法律により制限の範囲内において国内の資本市場に参入

することができる。

【これまでの地方分権改革の取組と今後の課題】
(青木信之:内閣府地方分権改革推進室次長)
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間と地方の嫡醸の蝸の麩府出

崩1次【第2観一括法が瞬立
　 　　　　　　　　 　

G基程富治体への橇館粒巖
これ滋で切開催府箸I二おける
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“GB幅以上

厚生労働大臣
　 　　　　 　 　

　 　　 　
埼玉県知事

･厩朧弱旧習慶 蹴ゞ業能勢開発
　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　

く湛彌閉蛙会田の齦匿.人事翌鯨等)

0 持区でば次の漱獲を他越すあとと篭に、宝露内探や漏出目煤等を溝持た事襲爵囲邊箆定するリ
ン･□-ワ-ク濃勅の行う毀損と峨霞緊の行う教授を一体的に契施すること幕による著望,女性、中浦坪及び陣麿艦の由由支援並びに肺寳箸向け爽閣の熟化
･生活･住宅待合相鰻窓口の幹虹特に二よる求串省に対する筑掟の堕化
0 1卦玉県知事は、特阻に盤-する軍頓に関し.蠕覊労撻局長に対して必翼な錯泉をすることができる.0 階示は、法令.子鶉に筑けるなど合理的な理由がない限り.幽戲礬鈷に反駁させるよう-彰異な滑り賞を按ずる.

･曲舅宴櫃サテライトの師揖>
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個性を活かし自立した地方をつくる
● 行政の質と効率を上げる

~ 更なる地方に対する規制緩和礎と権限蓉塵
● 謙ちの特也･独自性を活かす

※鞍離す帯翻すの兇直し疳楴サ ● 地域ぐるみで協働する

新たなる推進体制の構築
･ 地方分権改革推進本部で救難を検餌小決定
･ 有翻者会議による潮趾･審朧
･ テーマごとに専門部会を設け、客観的な評価･陵討

鴇住民の鷄い娃大切にする -‘宅茎韓自没体の翁三方葬温み聖盃
･ 地域に対する健長の奪いを穴切にする

　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　 　 　　　 　 　･ 酸卑が控国盤踞をどう豊かにせ番のかを痒釀する

･t'-‐▼し、:‘-
‐----h.･--‐-

　- - - - - -【【｢テー-【- -【- -↓‘"-‘‐′一入…'" -}‐【一- - .-- - - - - - -^㈹"…椒] - - - -
　　　　　　　　　　　　

住民サ･ピスの質を上げる
スピ-ド融のある政策豊行
総合的なサービス輻僕
国と地方の重機繋藤の解消

べ 讓 電子行政などイノベーションの導入

･ 綱性中城國の資源を措かす ･ 様々な活動主体を高構的に結びつける

･ 独自の寵圏による麓鱗 町議 ･ 住民と自治体の相互の信期間係

･ 各地触の競い脅し･ ミ弱冲 絡掻な人材の活躍

【考えよう、国と地方の仕組み】

(穂坂邦夫"前志木市長･地方自立政策研究所理事長)
建前と本音の統治システムをつくり直す

建前と本音(実態)によるシステムは自己責任の不在や行政経費のムダ使い、公共サービスの低下などに直結しているか

らです。

しかもこの建前と本音(実態)の異なるシステムは行政の世界だけでなく、外交･防衛や経済社会にまで悪影響を及ぼして

います。建前と本音を使いわける政治システムなど他国の方々に理解されるはずがありません。さらに我が国は
‘官のリード

に民が従う‘の永い慣習から大企業がリードする経済社会にまで建前と本音を使いわけるつかみどころのない無責任体質を

蔓延させています。
成長期から成熟期に大きく変わる社会環境の変化の中で、もう一度建前と本音(実態)の両面を持つ国と地方のシステムを

見つめ直すことが必要。
現行制度(日本式中央集権システム)の欠陥と三重行政

実例では、第一は、病院の設置と運営。第二は、義務教育。第三は、消防行政をあげていました。
役割分担が明確になると3つの行政体はそれぞれの権限に基づいて独立して事業を執行しますから、職員の配置も徹底



的に削減されることになります。国と都道府県と市町村における二重行政･三重行政から、ムダや行政責任の不在を解消す

ることが強く求められています。
私達はいまこそ、｢日本式中央集権システム｣による弊害を真正面から見つめ直さなければならない時代を迎えています。
ムダばかりではなく、行政における責任の所在も明確にされない大きな欠陥も持っているからです。
｢日本式中央集権制度の温存と規制緩和頓挫の危険｣

国の関与を放棄することの最大のテーマは、日本社会に最も大きな弊害をもたらしている日本式中央集権制度の解体であ

ることば言うまでもない。この命題に首相自身が気づき、解体に向けて強いリーダーシップを発揮しなければ課題の設定が

どんなに適切であったとしても、規制改革など夢のまた夢で終わってしまうのではないかと言っていました。
行政経費のムダ削減、財政再建のために行うべきことは… ･･。
(仮称)地方広域センターといったものを置いて、そこに、国から地方に移管すべき内政的業務を移管すべき内政的業務を

移管する方法で分類作業を進めたが、国の内政的業務の受け皿として道州制は必要不可欠だという結論になった。市町村

や都道府県の総務費に占める人件費の割合は非常に高い。しかも、その高い人件費で重複した事業を行っている。これで

はとても効率的、機能的とはいえない。理念や感覚で仕事を分けるのではなく、いまの仕事をしっかりと検証して役割をきち

んと分担することが、今、日本が急務としている行政経費のムダ削減、そして財政再建につながっていくことになる。
パネルディスカッション

【新政権と高齢者医療･介護制度改革の行方】
パネリスト

(江刺川 毅:元厚生労働事務次官･医療科学研究所理事長 澤井 勝:奈良女子大学名誉教授 森田
期"学習院大学教授･中央社会保険医療協議会会長)
コーディネーター

(佐々木信夫:中央大学教授)

(江刺川 毅セ元厚生労働事務次官･医療科学研究所理事長)

(参考)20年前とのラフな比較(2 )
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人口の城少 →消費者という点から経済成長にマイナスの影響
労働力という点でも擾塘成長にマイナスの盤響
国民生活、国土管理時にも大きな影響

特に若年人ロの減少→財政、制度の担い手の測少
高齢者人口の増加 →社会保障の続蔑の増加
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(澤井 勝:奈良女子大学名誉教授)
特に介護保険と地域福祉をめぐって(提案)

1.地域包括支援センターの再定義。包括の内容を、介護予防権利擁護･高齢者虐待対応･総合相談の4つから、医療との

-ヂ、必要な専門職の配置。
2 .社会福祉協議会の再構築 事業社協から組織社協へ 地域包括支援センターは市町村直営を原則にして社協に委託。

社会福祉協議会を専門職(コミュニティ･ソーシャルワーカー、主任ケアマネジャー、障碍者生活相談員、生活保護ケースワ

方を導入して、地域自治組織を基盤にした、総合相談窓口をつくりアウトリーチ拠点を設ける。小地域福祉ネットワークの全

校区における再構築を NP0 との協力で進める。
3 .第2号被保険者の範囲を、30歳以上にまで拡大することを検討する。

4 .保健補導員システム(金子都容など｢コミュニティの力｣)の考え方を導入して、｢高齢者保健福祉計画｣を再定義する。

が入れ替わる、お泊りができるハウス)をもっと積極的に全国化するよう、立ち上がり支援やネットワーク構築などを各部道

府県がともに考え、施策展開を図る。

(森田 朗セ学習院大学教授･中央社会保険医療協議会会長)
介護サービスの低下は、福祉系の大学が少なかったことなどあるが、海外からの人員などこれから考えられる。しかし、言

葉の壁や環境の違いなどあり、元気な高齢者を雇用する方法もある。高齢者のほうが身近で働く人も元気になり、医療費削

減にはなる。これからは、PPK 活動(長野県健康づくりピンピンコロリ)が現実化となってきた。

規模と速度
生活のスタイル

都道府県別高齢著入口

篶鬮な幽婉 團臥 薑 臥
｢自助･共助･(互助)･公肋｣特に互助についてひじようにこれから重要になります。



【新政権と国･地方の財政課題~ アベノミクスと地方財政への影響~】

(林 宜嗣:関西学院大学教授)

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　

　　　　　　　　　 　

2Q倦年5月24日
関西学院大塚
　　　

　　　　　　　　
　

　 　　　　　　　　　　　　 　

満離すI
　　　 　 　　　　

※経済トレンドは誇攝して描いている.

　　　　　　　　　11

大胆な金融政策
機動的な財政政策
0民鼎g投資を喚起謝る成長戦壁

　　　　　　　 　　 　　
2 %のインフレ目標‐
円高の是正 -

　　　　 　
地方分権は地方に対してより大きな自治と政治的な裁量を与
え、それによってヨーロッパのダイナミックな都市や地域の多く
の-′▼ダーに対して、自らが新たな政治的役割を展開し、地域
のための新たな経済戦略を展開させることになった。

て地方の対応力は小さ

●全ての国において、地方分権への流れが進んでいる
●中央政府と地方政府のパフオーマンスを教者すること
●脱官僚主義的なシステムを構築すること
●パートナーシップのメカニズムと文化を創造すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
0囮鍵of娩胱聴けあdbbe賄趣鍵蜂拗Ddonに0経C m田 W O窓謝G甑ぬ肝“脚◆

･都市の経済箙争力の賤味と演劇±関する文融研究

辱oを超えるヨーロッパの都市の鰹潴力についての量的データの挨証

都市の綣済競争力の推進雲因

･高度な技術を持った労働力　　 　･地域内外との接続性(変迩･情報通個)
･長期発展戦略を立て、実行する能力
･企鱗や諸観閲のイノベーション

　　　　　　　　　　　　　　　　　
　 　　　　　

ぁ世界における都市･地域は多様。
だが、政策における考え方は一定の方向に収斂。



　 　 　

　 　趾轉匹が地鰄を-立各る時代から 地域が財政を畿支寄る時代に

活性化における｢自律｣要素と｢自立｣要素

限られた資源を効 部門や他の鮪翳直
撃よく利用し、住民 協力して解決する
ニーズに治った行 とともに、地域力の
政サービスを提供 強化と魅力の向上

失われつつ
げ
陵染 ね癒

企業の誘致は地域振興のゴールなのではなく、地域を
自律的発展の軌道に票せる出発点 唖虹鬮n師-画圃上靴り幹臼 ■-1はL‘B‘1h-=“@暖醇田圃

【地方分権と道州制 ~ 大阪･関西の視点から~】

(上山信一:慶應義塾大学教授) 大阪都 築権化、民営化、公権化

まず大阪の現状をグラフで分かりゃす解説してぃただきましたo
吟 聰概撥 行

1.大阪都構想とは何か… 3つの要素

①分権化"大阪市を解体→3つの要素 n n n
　　　 　　 　
　　　②民営化:地下鉄、バス~水道、ゴミ、病院、大学等

③集権化"都市計画、交通インフラ投資

地下鉄職員の処遇の比較

営総縞豊たり蹴醜 事増畑粭を 朧 “ ‐′′ ~ ‐ 霊篝転機の
　　 　 　　 　　　

　　　　　　 　　　　　

7当4 公蝸営バスの民間への管理 運賞踵委託　　　　
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山口中朝石中
国樹市呉市

　　　 　　　
二重行政問題(浄水蜴の蛔
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秋田市
三原市

大阪市･ 涼窟節 名書風市 京都市 舵戸部 姫蹄市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

兆版市立大v8.大躯廠窒盗

　　　　　　　 　　 　　 　　
　 　　　　　　 　

節蔑み÷を 慥Bo年 1583年

2 .大阪都構想の目的…"…"……一 …‐一 発客請いさす、 幽･鰐軸一流文.謝‐±‐
　　　　　　　　　　　　　　　　　　①インフラ投資の一元化(二元化行政の打破)

強力な広域行政体 ･ゼスゴーそ い3 ‐ ‘觴蕊籾ふ演ぜトゞ 8･控B人 G･208人
②二重行政の打破…効率化、合理化 MござりA m ‐ ‘

群鱈熟すミヌブ知人 7盤人
③きめ細かく効率的な教育、福祉サービスの執行体性

基礎自治体の機能強化 鱗趨;さも開鑿灘巍鬘罫〉 圏譲ら
4g7橈円 割鋤隠円



-經購鯉費ご経常収支比率、市罐の推移
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社会教育施設の設置状況
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3 ,地域政党｢大阪維新の会｣とは何か

①r地域政党｣というイノベーション

②地方政治の2つのねじれに挑戦

(首長V S議会、府V S市)

4 .道州制について

- 3つの着眼点

A統治機構改革

B国の出先統合

C府県合併

ー新たな3つの着眼点

α地域経営

β財政再建

γ政治分権化

一宇余りとしての大都市制度問題

･一国多制度ではイシューでなくなる

･東京都と政令市の扱い方

甑たに加える3つの榎唯痴

S "淹再･漱の榎端 v 政治の分権化

【日本圏をGODdカンパニー
とBad肋ンパ二- -二分ける

‐Go増カンパニーを避州制
化する

-造州の財政黒字でBadカン
パニーの債務を消していく

L入朝o方競りの職戲の胱弦(入' = 福肺-三冊禄證捕の鰹髄)1

大岡印 釧燕市 毬鶉欽の鰹= , 央描市 鉗弼市
端翳謂翳鰯群鱸麗夢とし、駆部群杜鞘誠盪人に聞すると鮭すれ虞 □̂細り輯劃緋下縄文過･

J閣議曲解翔蝸纂秘)･羽朽永鮴臥臥幽R滋刃に飜ては･小鮴ひきクラブ鮭鰯してぃ6湖は吐郁合蘇る
匿料津守舷f萬艫方分箕田陶名外出胆周資料界テーJ91ふり

答晒雛範･所得と雇用を確保する3つの戦略

搬務鯛館づ ,大阪ブランドの改鋳 ･新しいブランドイメ
くり 夕の鼓引窟

0は単靱での取り細み、

/
適州鋪應巡る3つの,斑眼点

/
/ ‐

A 統監蛔躍機改革 B 圃の出先の統合

一国の脛眼を限定し
あとは趨州へ
･外交、防衛
･金融 など

一箱庁樅割や
省庁内閣制を壊す手段

ー回の権限を税触に移す?

｣省庁樅割りを解消?

公繖住宅の転用
自治体の所有地の活用
大願市の本庁から鯖別
区役所^ の橋隅. 予算
の祿舷

上での取り纈み



企業家から見た 災地の“興と地方の再生】
(渡邉美樹:ワタミ㈱代表取締役会長･陸前高田市参与)

繊 麗溌
　　 　
　　　　
　　　　
　　　　　　
　　　　　　

●｢経営勉強会｣の開催

S A Jは、地元企業の復興支援を目的とし、三陸地区(陸前高田市、大船渡市、住田町)の事業主、商店主、住民の皆さ

ま、約 60名を対象とした｢経営勉強会｣を、2011年 11月から 2012 年3月まで計6回にわたり開催しました。経営会議では、
ワタミグループ創業者でもある渡邊美樹から参加者の方々に、ビジョン、経営戦略、マーケティング、資金調達など、経営の

要諦について講義させていただいた。
□1回目 :~ 理念 ~ … 経営の技術の本質として、｢理念 (ミッション)｣rビジョン｣｢戦略｣について話、経営者としての大切な考

え方について講義

口2回目:~ 心構え~ …㈱原田教育研究所 代表取締役社長の原田隆史氏を講師に迎え･｢仕事と思うな、人生と思え ! ｣

をテーマに、仕事に対する心構えについて講義

口3回目 :~ビジョンと戦略~ …ビジネスモデル、事業戦略、戦略グループなどのキーワードをもとに、売上や利益を生出す

仕組みや、どのように他と差別化を図るかについて講義

口4回目:~ 組織戦略/人材戦略~ … ｢マズローの5段階の法則｣をベースに、｢社員を幸せにする5つの基本｣についての

講義を行い、渡美樹が考える組織論について紹介した。
□5回目"~ファイナンス~ …さわかみ投資㈱代表取締役会長の澤上篤人氏を講師に迎え、時代を先読みしたビジネスモ

デルをつくること、長期投資を行うことの重要性について講義。
□6回目:~ まとめ~ …参加者の皆様に事業報告書を作成していただいた。
また、各国において個別の経営相談会も実施し、今も卒業生の方々が商売に着手し少しずつ芽が出始めています。
寿司屋･居酒屋･ラーメン屋･物産センターの皆様も立ち上がりました。また、地元で 140 年続いた｢ヤマニ醤油｣も再開し、
ワタミグルーブの流通を使ってアジア諸国での販売を開始。
また、地元陸前高田にてハウスを建ててキノコを栽培している｢きのこのS A T O 販売｣は渡邊が直接に経営指導を行い、
｢陸前高田でシイタケをつくり。世界中に売れる付加価値の高いブランドづくり｣実施し成功している。
渡邉会長は国の行動の遅さを指摘しています。やはり自治体が元気になるには経済が一番。仮設住宅での過酷な条件

の中経済をどのように育てるのかよ〈理解できました。講演の最後には直近の市職員に行った講演の内容を話していまし

た。

【T P Pの本質と参加の是非】
｢T P Pを通じた構造改革を 八代尚宏(国際基監教大学客員教授
･元総合規制改革会議委員)
T P Pと地方への影響 原田泰(早稲田大学教授)
T P Pへの不参加と地方への悪影響

宮台真司(首都大学東京教授)｣
T P P参加については3名の講師の講演を聞いたのですが日本の農業を

更にグローバル化に対応できるようにするかが一つのキーポイントかと感じ

ました。

今回の講演で少し理解できた部分のみ添付します。



農業活性化のカギはコメの減反廃止テ ー Tpp反対論のぅち農業以外は被害妄想
(原田奏十東京財団胛ppでさらに強くなる日本』PHP研究所)

料価格カルテル(生産者利益のために消費者
犠牲蹄住持のためのコメの高関税
･ 農家の大規模化･効率化の阻害要因
･コメの価格維持ではなく農家への所得補償
･株式会社参入で農業での雇用機会拡大
･ 高齢化で縮小する国内から海外市場へ
･農業を輸出産業とするための価格自由化

　 　　　　　 　

｣ さらに‘その他の誤解

9.TPP参加でデフレが進むネ鞍倍政権の金融鍋粕政
策で誤解が解消
" .Tppより円高の方が影響が文養い砕安倍政権の金
融緩和政策で誤解が解消
顔. 鱒年でヨヱ兆円なら1年で3200億円詩10年後、朱来
永劫に談2“8円

本来、TP引こ関する議論は、日本全体では得だが農業
は損をするから必聾な手当てをしてTPPに参加しよう9
どんな手当をどれだけするのかが謹論の焦点となるべ
　

1 農業が壊滅し、食糧の安全保障が危うくなる
2.労働者と専門家の大量流入で労働条件と質低下
S.医療保険制度は壊滅
4,食品の安全が守られなくなる
5.金融サービスや政府調達で混乱が起きる
6.-SDS条項など｢毒素条項｣で日本が日本でなくなる
フ.Tppはアジア各国との甜A締結を阻害する

8 ,今からTPPIに参加しても不利な条件を押し付けられ
るだけ"だから早期参加。押し付けられない

琳韓漆捜挫まいて(薑を纏えて)鱸締を爾てる圈轢

大室、トウモロコシの剛鏡の% .野栞3~ 9約.牛肉幽さ姥~オレンジ40% (導かん
の出回らない時期は2o%もむ禍ご橦くいれ1?鱒鱗、コメ)鞘% ~パタ窓36096、掛
　　　　

日本はどうなのか
農産物輸出は食品輔出め構造改革,食品加工

なに残そゞ

･ 日本の家肝当たりの消費支出は月283万円.うち食料費は
脇7万円。酒類と外食を除く郡爵万円

･ 283万円のうちS,4万円分、1卸 %の消費職が課税されないと
する。消費税収は5 %で1急難K円なので、この鴎.0 %、すなわ
ち粥兆円の税収が減少
･ TPPで食品価格を弓鷹下げ.かつ、食料品lこも課税すると、減
収となるはずのZA兆円が得られる。
･ 日本のGDPのうち農薬部門は47兆円。うち6割の野菜,果樹、
乳牛と豚を除く畜産では保護の程度は小。TPPで打醒を受け



↓コメニ品質格錘あり
農業のうち大 郷 轡授ける◎ば

ー　　　　　　　　
コメは 醸 螂 40% 高いだけかもしれない I 賤
牛肉などと同じ
円高で悲鳴なし
40%のコスト額悦 ば可能ではないか -

農家の所得を見る
国が栄えて初めて農業が保護できる

.. -

･ Tpp反対論は農業を除くとほとんど被害妄想
･政府は農業保護の支出を覚悟している
･ 農家らしい農家ま20万戸しかいない
･ 強い農業と弱い農樂がある
‐繊麗 蜷 贓品輔出食品ヵ□工業を鯲る規制は

･ 日本縫済全体を強くするTp円こ参加するのは当然

　　　　　　　　　　　
･ 農業県を見ても製造業の方がずっと穴塞い
･園村を守るのは日本全体の経済力


